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第５８期事業報告書

平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日
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　株主のみなさまには、ますますご清栄のこととお喜び申し

あげます。

　平素は、格別のご支援を賜り、厚くお礼申しあげます。

　第５８期（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）の

営業の概況等につきましてご報告申しあげます。

環境に即した最大利益の確保、

資産の健全性と効率性を重視した経営をめざします。

プロフィール

昭和１５年１２月生まれ。
昭和３８年に入社後、管理部門、生産部門、
営業部門など多岐の分野に携わり、当社の
成長の過程をともに歩む。
平成元年取締役、平成１２年取締役副社長を
経て、平成１３年より現職。
座右の銘は、「誠心誠意」、「一致協力」。
趣味はゴルフと小旅行。柔道は三段。

取締役社長　西　野　秀　人

株主のみなさまへ
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連結

平成１６年３月期
（当　期）

平成１５年３月期平成１４年３月期平成１３年３月期

１７６，７６５１１７，２８７１３１，６１８１５１，７０４売 上 高

２９，８７０８，２５１９，５４０２６，１０９経 常 利 益

１７，５２７５，９０２３，６６９１１，１９１当期純利益

（単位：百万円）

単体

平成１６年３月期
（当　期）

平成１５年３月期平成１４年３月期平成１３年３月期

１１２，５４２６６，４３１７７，１３５９８，５４６売 上 高

１９，０７１４，１７２４，７３７１７，０８３経 常 利 益

１２，１６６２，８９０２，０９５８，０３７当期純利益

（単位：百万円）
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グローリーグループの現状とこれからについて、

株主のみなさまにお話しいたします。

トップ・メッセージ
���������	�
�����
�

��大幅な増益の要因は？
　おかげさまで、当期の当社グループの業績は、売上

高、利益とも、過去最高となりました。その一番の要

因は、主に金融機関において、平成１６年秋に発行が予

定されております新紙幣に対応した機器の販売が先行

需要により大きく拡大したことであります。

　また、各市場において合理化投資に対する需要が増

加し、省人化に効果のある機器やフロント（お客様窓

口）機器などの販売が順調に拡大しました。各種券売

機やたばこ販売機、パチンコホールのカウンター回りの

機器等の販売も堅調で、売上高の拡大に貢献しました。

　このように、新紙幣に対応した機器の製造に重点的

に取り組みながら、各市場におけるきめ細かなニーズ

にも迅速に対応するための新技術の研究と新製品の開

発を進めてきた結果、人件費や新製品関連費用は増加

しましたが、生産高の増加により売上原価率が低下し、

利益率の向上につながりました。

　この結果、連結売上高は１，７６７億６５百万円（前期比

５０．７％増）と、大幅な増加となりました。利益につき

ましては、営業利益は３０９億１６百万円（前期比２５７．８％

増）、経常利益は２９８億７０百万円（前期比２６２．０％増）、

当期純利益は１７５億２７百万円（前期比１９６．９％増）と、

いずれも大幅な増益となりました。
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��現在のグローリーの強みは何ですか？
　グローリーの強みは、「研究開発力」、「グループ直

販・直メンテナンスのネットワーク」、「グループでの

一貫体制」の３つにあると考えております。

　特に、通貨処理機、自動販売機等のパイオニア企業

として今日の成長を遂げることができたのは、当社が

現在も積極的に取り組んでおります「研究開発力」の

強さと言っても過言ではないと思います。

　また、全国に１００箇所以上あるグローリーグループ

独自の「グループ直販・直メンテナンスのネットワー

ク」や、国内１９社、海外７社の全２６社５，４００名を擁す

るグループ内で、商品の企画から開発、生産、販売、

納品、アフターサービスまで行う「グループでの一貫

体制」も、グローリーの誇るべき強みです。このよう

な姿勢を大切にすることがお客様との信頼関係を生み

出し、さらにはお客様のニーズにマッチした商品を生

み出す力となるのです。

　これらの強みは、まさにグループの技術力の結集で

あります。今後も引き続き大切にし、今以上に活かし

ながら新たな価値の創造につなげてまいりたいと考え

ております。

��グローリーはどのような姿をめざしています　　　か。またどのようにそれを実現しますか。

　グローリーのテクノロジーでもっと人を輝かせたい。

そして、グローリーをキラリと光る世界のトップブラ

ンドへ。それがグローリーのめざす姿です。

　通貨処理技術を始めとした独自の技術と、さまざま

な分野の先端技術を融合させながら、ゆとりある生活

や環境づくりを実現していきたい。つまり、当社のコ

ア技術であるメカトロ技術や認識・識別技術を情報技

術やアプリケーション技術と融合することによって、

より広範囲なソリューションを生み出し、常にお客様

に対して新しい価値を提案し続ける企業でありたい。

それがグローリーの実現したい未来です。

　この未来を実現するために、具体的には次のような

戦略で取り組んでまいります。

・金融市場においては、当社グループならではの自動
機の開発により新たな市場開拓を推進いたします。

・流通市場においては、貨幣処理の合理化、自動化、
厳正化の流れに即した新製品の市場投入と価格対応
力の強化により、事業拡大を図ります。

・遊技市場においては、激しい環境変化に適応し、当
社技術に裏打ちされたシステムソリューション事業
を推進いたします。
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・海外市場においては、入金機市場の成長に合わせた
製品戦略および販売戦略により事業拡大を実現いた
します。

・非現金による決済分野においては、当社運営の決済
処理センター並びに当社グループにて蓄積してきた
決済処理システムのノウハウを活用した新たな事業
展開を推進いたします。

・新事業領域においては、当社のコア技術の一つであ
る生体認証技術を活用したセキュリティー事業を立
ち上げます。

��平成１７年３月期の業績見通しについて　　　教えてください。

　平成１６年３月期に引き続き、平成１７年３月期も新紙

幣の発行による需要は好調に推移することが予想され

ますが、これらの特需が一段落した後は、厳しい状況

となります。そのため、新分野・新製品の育成に対し

て経営資源を積極的に投下するなど、新技術や新製品

の開発に注力し、さらなる成長に向けて取り組むこと

により、引き続き業界での確固たる地位を築いてまい

りたいと考えております。

　また、当面、平成１６年秋に予定されております新紙

幣の発行に対しては、識別技術の確立とそれに伴う生

産力の強化を図り、万全の対策を実施してまいります。

そして、貨幣処理機のリーディングカンパニーとして、

最後までその責任を果たしてまいります。

　平成１７年３月期も、グローリーグループの総力を結

集し、環境変化への迅速かつ的確な対応に努めること

により、業績の継続的な向上を図ってまいる所存であ

ります。
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　平成１７年３月期の業績見通しは、次のとおりです。
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��株主への利益還元についての考えを含め、　　　株主のみなさまへのメッセージをお願い
　　　します。

　株主のみなさまにとって、利益還元につきましては

特に関心の高いことがらであると認識しております。

　当社は、長期的視野に立ち、経営基盤の強化を図る

とともに事業環境や収益の状況などを考慮し、株主の

みなさまへの適正な利益還元に努めることを配当政策

の基本としております。

　これらの基本方針のもと、当期の配当金につきまし

ては、昨年１２月の中間配当金８円に加え、１４円（普通

配当金６円、特別配当金８円）とさせていただきまし

た。

　今後も、業績等諸般の状況を勘案しながら柔軟な施

策を行い、適正な利益還元を行ってまいりたいと考え

ております。

　そして、景気回復の兆しが見え始めたものの本格的

な回復には至らない日本経済の中、当社を取り巻く環

境も大きく変化していくと考えられますが、変化は

チャンスであります。さまざまな分野のニーズを的確

かつ迅速に捉え、世界に誇るグローリーの技術をより

いっそう磨くことにより、株主のみなさまやお客様に

満足していただける製品をこれからも生み出してまい

ります。

　そして、社会にご支持していただける企業グループ

になるために努力を続けてまいりたいと考えております。

　今後とも、株主のみなさまにはなお一層のご支援、

ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

　平成１６年６月

取締役社長　西　野　秀　人
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紙幣レジつり銭機〈������〉／硬貨レジつり銭機〈�����〉

オープン出納システム〈���������	
〉

部門別概況（連結）
�������������	
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１０５，０９４百万円■貨幣処理機及び貨幣端末機部門

５３，７６１百万円■自動販売機及び自動サービス機器部門

１７，９０９百万円■その他の商品及び製品

１７６，７６５百万円売上高　合計

　売上高は１０５，０９４百万円（前

期比７３．８％増）となりました。

　また、売上高が大幅に増加し

たため、営業利益は、２１，９７５百万

円（前期比４１０．８％増）となりま

した。

金融市場

　金融機関の設備投資がこの秋

に発行される新紙幣に対応可能

な機器の先行需要中心となって

いるため、硬貨包装機の販売は

減少いたしましたが、新紙幣対

応の機器であるオープン出納シ

ステムの販売は大幅に増加いた

しました。さらに、ＯＥＭ商品で

金融機関の窓口用機器である紙

幣および硬貨入出金機やＡＴＭ

搭載用の硬貨入出金機の販売も

大きく増加いたしました。

流通市場

　集配金サービスを展開してい

る警備保障会社向けの売上金入

金機の販売は減少いたしました

が、利便性の高い機器として好

評を得ているスーパー・小売店

向けのレジ釣銭機の販売は増加

いたしました。さらに、スー

パー・量販店の売上金の精算業

務に便利な機器である小型入金

機の販売も増加いたしました。

海外市場

　米国向けでは金融機関を中心

に小型紙幣入金機の販売は増加

いたしましたが、紙幣放出装置

は減少いたしました。また、欧

州向けの紙幣受入装置は増加い

たしましたが、アジア向けの紙

幣整理機や紙幣計算機の販売は

減少いたしました。

貨幣処理機及び貨幣端末機部門

レジつり銭機のベストセラーであ

る従来機をさらにコンパクト化し、

機能も充実させました。価格も低

価格に抑え、発売以来販売は好調

です。

新紙幣対応のオープン出納システ

ム。金融機関の入出金・分類整理、

帯封など、現金出納処理を完全自

動化します。

連結売上高 
176,765 
百万円 

■貨幣処理機及び 
　貨幣端末機部門 
　　　　　59.5%

■その他の商品 　 
及び製品 10.1%

■自動販売機及び  
自動サービス 　 
機器部門 30.4%
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　売上高は５３，７６１百万円（前期

比３４．０％増）となりました。

　また、営業利益は５，９０５百万円

（前期比９９．８％増）となりました。

自動販売機市場

　業務提携による効果と堅調な

需要増で券売機の販売は増加い

たしました。また、たばこ販売

機につきましても、市場は飽和

状態でありますが、全国各地域

に対するきめ細かな販売展開が

功を奏し、販売は増加いたしま

した。

遊技市場

　パチンコホールのカウン

ター回りの機器である景品自

動払出機や景品交換業務から

在庫管理・集計までをカバー

するＰＯＳ関連機器などは、業

務の合理化機器として好評で

販売は大幅に増加いたしまし

た。さらに、新紙幣対応が可

能な台間紙幣メダル貸し機の

販売も順調に推移いたしまし

た。

金融・流通市場

　紙幣両替機につきましては、

両替業務の有料化の動きと新

紙幣対応の先行需要とが相

まって、販売は大幅に増加い

たしました。

自動販売機及び自動サービス機器部門

効率的な両替サービスを実現する

紙幣両替機。両替業務の有料の動

きと新紙幣対応の先行需要により、

販売が大幅に増加いたしました。

景品自動払出機〈������〉

紙幣両替機〈���������〉

パチンコホールのカウンター回り

で景品交換業務を合理化する機器

として、販売が大幅に増加いたし

ました。

設置例

　売上高は１７，９０９百万円（前期

比７．３％増）となりました。

　また、売上高の増加により売上

原価率が低下したため、営業利益

は３，０２６百万円（前期比１２０．２％

増）となりました。

　当部門は、部分品、取付具、

附属品およびその他商品が主な

ものであり、新紙幣対応の改造

需要もあり、販売は増加いたし

ました。

その他の商品及び製品部門
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連結貸借対照表 （単位：百万円）

決算報告（連結）
���������	
�������������	�	


�	

前　　期
平成１５年３月３１日現在

当　　期
平成１６年３月３１日現在

科　　　　　目

�資産の部

１１０，５０５１１０，５０５

５４，２６０

２８，４２３

９３０

２１，７８１

２，９９７

２，２６３

△　　１５０

１５９，８４１１５９，８４１

６５，８３０

５６，５６５

８７９

２９，２０５

６，３２３

１，２５４

△　　２１６

流動資産

　　現金及び預金

　　受取手形及び売掛金

　　有価証券

　　たな卸資産

　　繰延税金資産

　　その他

　　貸倒引当金

５３，５７１５３，５７１

３４，１００

１３，８８４

２，３８３

５，０１０

１２，６６７

１５３

３，４４９

３，０６９

３７９

５４，００２５４，００２

３４，２６３

１３，３８３

２，５１４

５，９４２

１２，３０１

１２１

３，０４１

２，６８３

３５８

固定資産

　有形固定資産

　　建物及び構築物

　　機械装置及び運搬具

　　工具器具及び備品

　　土地

　　建設仮勘定

　無形固定資産

　　ソフトウェア

　　その他

１６，０２２１６，０２２

６，５０７

４，４９９

５，０２０

△　　　５

１６，６９６１６，６９６

７，９６２

３，７８７

４，９５６

△　　　８

　投資その他の資産

　　投資有価証券

　　繰延税金資産

　　その他

　　貸倒引当金

１６４，０７７１６４，０７７２１３，８４４２１３，８４４資産合計

前　　期
平成１５年３月３１日現在

当　　期
平成１６年３月３１日現在

科　　　　　目

�負債の部

４５，８７６４５，８７６

１３，２９４

１９，００５

２，９５１

３，２４１

７，３８２

７７，２７７７７，２７７

２５，５３４

１８，１２８

１２，７４３

８，１４１

１２，７３０

流動負債

　　支払手形及び買掛金

　　短期借入金

　　未払法人税等

　　賞与引当金

　　その他

７，０１７７，０１７

５，６０２

１，１８６

２２８

８，０６２８，０６２

６，７６９

１，２０１

９２

固定負債

　　退職給付引当金

　　役員退職引当金

　　その他

５２，８９３５２，８９３

４９７４９７

８５，３３９８５，３３９

―

負債合計

少数株主持分

�資本の部

１２，８９２１２，８９２

２０，６２９２０，６２９

７７，３８９７７，３８９

１３１３

△△　１３７　１３７

△△　１０２　１０２

１２，８９２１２，８９２

２０，６２９２０，６２９

９４，２６０９４，２６０

１，０３０１，０３０

△△　２０３　２０３

△△　１０５　１０５

資本金

資本剰余金

利益剰余金

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

自己株式

１１０，６８６１１０，６８６１２８，５０４１２８，５０４資本合計

１６４，０７７１６４，０７７２１３，８４４２１３，８４４負債、少数株主持分及び資本合計負債、少数株主持分及び資本合計

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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前　　期
平成１４年４月１日から
平成１５年３月３１日まで

当　　期
平成１５年４月１日から
平成１６年３月３１日まで

科　　　　　目

９，４３３

△　６，９３３

△　２，０２４

△　　１６

４５８

５３，７７３

６９２

１７，６５９

△　５，１５２

△　１，４１２

△　　２０

１１，０７３

５４，９２４

―

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増加額

現金及び現金同等物の期首残高

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加高

５４，９２４５４，９２４６５，９９７６５，９９７現金及び現金同等物の期末残高

前　　期
平成１４年４月１日から
平成１５年３月３１日まで

当　　期
平成１５年４月１日から
平成１６年３月３１日まで

科　　　　　目

１１７，２８７１１７，２８７
７５，５７１
４１，７１６４１，７１６
３３，０７４

１７６，７６５１７６，７６５
１０８，７４７
６８，０１８６８，０１８
３７，１０１

売上高
　売上原価
売上総利益
　販売費及び一般管理費

８，６４１８，６４１３０，９１６３０，９１６営業利益

６１５６１５
４５
５９
６１
９４
３５４

１，００５１，００５
２７６
５７３
１５５

６２５６２５
４８
７６
６１
１３６
３０２

１，６７１１，６７１
２５４
１，１３４
２８２

　営業外収益
　　受取利息
　　受取配当金
　　賃貸収入
　　持分法による投資利益
　　その他の営業外収益
　営業外費用
　　支払利息
　　たな卸資産廃却損
　　その他の営業外費用

８，２５１８，２５１２９，８７０２９，８７０経常利益

５，１０５５，１０５
９４
―

４，７６０
２５０

２，６５４２，６５４
３３９
―

１，８７７
４３６

２８８２８８
２６
２４４
―
１７
９８９９８９
３６５
４２２
１２６
７４

�特別利益
　　固定資産売却益
　　投資有価証券売却益
　　厚生年金基金代行部分返上益
　　その他の特別利益
�特別損失
　　固定資産除却損
　　土地減損損失
　　投資有価証券評価損
　　その他の特別損失

１０，７０２１０，７０２２９，１６９２９，１６９税金等調整前当期純利益

４，３６８
３７４
５６

１４，９４４
△　３，３２２

１９

　法人税、住民税及び事業税
　法人税等調整額
　少数株主利益（減算）

５，９０２５，９０２１７，５２７１７，５２７当期純利益

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）連結損益計算書 （単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表 （単位：百万円）

決算報告（単体）
������������	
���
��	���	���
	
����


前　　期
平成１５年３月３１日現在

当　　期
平成１６年３月３１日現在

科　　　　　目

�資産の部

６５，２０３６５，２０３
２６，０５８
１４

２０，９４５
９３０
６，４０５
９

３，５３２
４，４６３
３３
６６７
８９

１，３２４
７５０

△　　２０

１００，８６７１００，８６７
２５，５５４
４７

４９，０８３
８７９
７，６５２
５７

５，０１４
８，６９０
１３
５９５
９２

３，０２１
１７８

△　　１３

流動資産
　　現金及び預金
　　受取手形
　　売掛金
　　有価証券
　　製品
　　材料
　　部品
　　仕掛品
　　貯蔵品
　　関係会社貸付金
　　前払費用
　　繰延税金資産
　　その他
　　貸倒引当金

４１，３９２４１，３９２
２１，８９１
８，９２４
４４８
１，３３４
２８

２，８２９
８，１７７
１４８
１，６５０
１６

１，６２８
５

４１，３５０４１，３５０
２２，０２８
８，６９１
４３８
１，３６３
３３

３，６３７
７，７５４
１０９
１，２６２
１６

１，２４１
４

固定資産
　有形固定資産
　　建物
　　構築物
　　機械及び装置
　　車輌及び運搬具
　　工具器具及び備品
　　土地
　　建設仮勘定
�無形固定資産
　　電話加入権
　　ソフトウェア
　　その他

１７，８５０１７，８５０
２，９６７
１０，２５３
３６３
１７
２１４
８７
９４０
２，９１５
９１

△　　　０

１８，０５９１８，０５９
４，００３
１０，３５５
４６９
２２
１２３
８３

１，０２８
１，８８３
８７

△　　　０

�投資その他の資産
　　投資有価証券
　　関係会社株式
　　関係会社出資金
　　従業員に対する長期貸付金
　　関係会社長期貸付金
　　長期前払費用
　　生命保険料積立金
　　繰延税金資産
　　その他
　　貸倒引当金

１０６，５９５１０６，５９５１４２，２１８１４２，２１８資産合計

前　　期
平成１５年３月３１日現在

当　　期
平成１６年３月３１日現在

科　　　　　目

�負債の部

１７，０７３１７，０７３
３，９８４
４，２４８
３，９１０
１，８４３
４６２

１，０７８
５１

１，２９９
１８５
１０

３９，９７８３９，９７８
９，６８８
１０，４７６
３，７１０
３，１９９
１，０６０
６，８８０
５９

４，２６６
５６０
７９

流動負債
　　支払手形
　　買掛金
　　短期借入金
　　未払金
　　未払費用
　　未払法人税等
　　預り金
　　賞与引当金
　　設備関係支払手形
　　その他

３，９１５３，９１５
３，４４１
４７４

４，２７１４，２７１
３，７７４
４９７

固定負債
　　退職給付引当金
　　役員退職引当金

２０，９８９２０，９８９４４，２５０４４，２５０負債合計

�資本の部

１２，８９２１２，８９２
２０，６２９２０，６２９
２０，６２９
５２，２１３５２，２１３
３，２２３
４４，３５４
３，０００
２，０００
５４

３９，３００
４，６３６

△△　 ２８　２８
△△　１０２　１０２

１２，８９２１２，８９２
２０，６２９２０，６２９
２０，６２９
６３，７６４６３，７６４
３，２２３
４６，６４１
３，０００
２，０００
１４１

４１，５００
１３，８９９
７８６７８６

△△　１０５　１０５

資本金
資本剰余金
　資本準備金
利益剰余金
　利益準備金
　任意積立金
　　配当準備積立金
　　試験研究基金
　　特別償却準備金
　　別途積立金
　当期未処分利益
その他有価証券評価差額金
自己株式

８５，６０５８５，６０５９７，９６８９７，９６８資本合計

１０６，５９５１０６，５９５１４２，２１８１４２，２１８負債及び資本合計

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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前　　期
平成１４年４月１日から
平成１５年３月３１日まで

当　　期
平成１５年４月１日から
平成１６年３月３１日まで

科　　　　　目

４，６３６４，６３６　１３，８９９１３，８９９　当期未処分利益

９９　２３２３　任意積立金取崩額

９　２３　　特別償却準備金取崩額

２，６１６２，６１６　１１，１３６１１，１３６　利益処分額

２９６　

２２　

（　　　　　３）

９７　

２，２００　

１，０３８　

９８　

（　　　　　８）

０　

１０，０００　

　配当金

　役員賞与金

　（うち監査役分）

　任意積立金

　　特別償却準備金

　　別途積立金

２，０２９２，０２９　２，７８６２，７８６　次期繰越利益

前　　期
平成１４年４月１日から
平成１５年３月３１日まで

当　　期
平成１５年４月１日から
平成１６年３月３１日まで

科　　　　　目

６６，４３１６６，４３１
５５，３８４
１１，０４７１１，０４７
７，９１６

１１２，５４２１１２，５４２
８５，２３０
２７，３１１２７，３１１
８，９６３

売上高
　売上原価
売上総利益
　販売費及び一般管理費

３，１３１３，１３１１８，３４８１８，３４８営業利益
１，６５３１，６５３
２４
１

９７３
３７６
２７７
６１３６１３
３８
２３８
３１５
２０

２，０６６２，０６６
２０
０

１，５８３
３４４
１１７

１，３４２１，３４２
３６
２６２
８３６
２０６

�営業外収益
　　受取利息
　　有価証券利息
　　受取配当金
　　賃貸収入
　　その他の営業外収益
�営業外費用
　　支払利息
　　賃貸原価
　　部品廃却損
　　その他の営業外費用

４，１７２４，１７２１９，０７１１９，０７１経常利益
２，３３１２，３３１
３２

２，２９９
―

１，９６２１，９６２
１２
２２１
１，７０７
―
２１

２５１２５１
７
―
２４４
６８１６８１
３８
１８５
３４
４２２
０

�特別利益
　　貸倒引当金戻入額
　　厚生年金基金代行部分返上益
　　投資有価証券売却益
�特別損失
　　固定資産売却損
　　固定資産除却損
　　投資有価証券評価損
　　土地減損損失
　　その他の特別損失

４，５４１４，５４１１８，６４２１８，６４２税引前当期純利益

１，８１０
△　　１５９

７，７００
△　１，２２４

　法人税、住民税及び事業税
　法人税等調整額

２，８９０２，８９０１２，１６６１２，１６６当期純利益

２，０４２
２９６

２，０２９
２９６

　前期繰越利益
　中間配当額

４，６３６４，６３６１３，８９９１３，８９９当期未処分利益

利益処分 （単位：百万円）損益計算書 （単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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トピックス
������

２０年ぶりにお札が変わります
新紙幣対応の現況について
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　ご存知のとおり、平成１６年（２００４年）秋に、千円札、五千円札、一万円札の

３種類の紙幣が新しくなります。現在の紙幣は昭和５９年（１９８４年）から発行さ

れていますので、ちょうど２０年ぶりの新紙幣の発行ということになります。

　平成１４年８月の発表から２年弱が経過しましたが、当社はその間新紙幣に対

応する機器の開発にグループをあげて取り組んでまいりました。新紙幣対応の

現況について、ご報告させていただきます。

新紙幣に対応する技術の開発と
生産の状況について

　新紙幣を識別するための技術開発

は完了し、製造ラインでは新しい識

別装置の生産が順調に進んでおりま

す。そして、新しい識別装置はさま

ざまな製品に搭載され、現行紙幣は

もちろん、新紙幣にも対応する製品

として次々と出荷されております。

新紙幣に対応した紙幣両替機〈������〉の製造
ライン。

循環式紙幣硬貨入出金機〈������〉の最終の監査検査の様子。
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　新紙幣の発行は、当社グループに

とって大きなビジネスチャンスです。

このチャンスを活かすべく、万全の

対策を実施し、最大限の努力をして

まいりたいと考えております。

　そして、新紙幣の発行による特需

が一段落した後は、新分野・新製品

の育成などに積極的に取り組み、さ

らなる業績向上に努めてまいります。

〈３種類の新紙幣〉

H16.3 H17.3 H18.3

４７０億円 

３６０億円 

２０億円 

（単位：億円） 

改刷特需のイメージグラフ 

新紙幣発行による
業績への影響について

　平成１６年３月期から平成１８年３月

期までの３年間で、約８５０億円の売

上を予想しております。平成１６年３

月期の売上実績は、製品の買い替え

需要が２５０億円、改造需要が２２０億円

の、合計４７０億円でした。平成１７年

３月期は３６０億円、平成１８年３月期

は２０億円を見込んでおります。

　市場で稼動中の当社製品につきま

しては、改造により新紙幣への対応

が可能となります。

　金融市場における改造作業は、現

在８割以上が終了し、上期中にほぼ

完了する見込みです。

　また、流通市場、遊技市場におけ

る改造作業も始まっており、上期中

にはほぼ完了するものと予想してお

ります。

新紙幣に対応する
改造の状況について

市場で稼動中の製品の改造作業の様子。
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中国に新会社。
生産工場が稼動スタート！

光栄電子工業（蘇州）有限公司

��������	
����������������������

年目覚しく、それに伴い通貨処理

関連製品の需要も高まっておりま

す。グローリーグループは、市場

をさらに拡大するために、平成１３

年香港に販売会社「ＧＬＯＲＹ ＣＡＳＨ 

ＨＡＮＤＬＩＮＧ ＳＹＳＴＥＭＳ （Ｃ Ｈ Ｉ Ｎ Ａ） ＬＴＤ.」

を、また平成１５年８月には上海に

販売会社「光栄国際貿易（上海）有

限公司」を設立しました。

　今後、金融市場はもとより、流

通市場などにおいても、さらなる

需要の拡大が予想されます。これ

ら中国における子会社３社を中心

に、グローリーグループが一体と

なって、中国のニーズに合った製

品をタイムリーに提供し、市場の

拡大に努めてまいります。

　平成１５年２月、中華人民共和国

（以下、「中国」）に設立した新会社

「光栄電子工業（蘇州）有限公司」

（以下、「光栄」）の工場が、平成１６

年４月に稼動を開始いたしました。

　光栄は、経済発展が著しい上海

に近い江蘇省蘇州新区に本社お

よび工場を置き、中国市場向けの

紙幣計算機や紙幣整理機など各

種通貨処理機の製造・販売・保守

などを行います。海外では平成６

年にフィリピンに設立したGLORY 

(PHILIPPINES), I  NC.に次ぐ２番目の

生産拠点となり、現在約３０名のス

タッフを５年後には約１５０名まで

増やして体制を強化する予定です。

　あらゆる産業の世界工場かつ巨

大マーケットとして世界から注目

を集めている中国の経済発展は近

…
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…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
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…
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江蘇省 
蘇州新区 

上海 

事業内容：おもに中国市場向け通貨処理機の
製造・販売・保守

設　　立：平成１５年２月

資　本　金：４２０万米ドル

所　在　地：中国江蘇省蘇州新区湘江路１４５８号



16
500,000株以上 
10.4％ 

100,000株以上 
18.5％ 50,000株以上 

4.0％ 

10,000株以上 
9.5％ 

5,000株以上 
3.2％ 

500株以上 
1.9％ 

1,000株以上 
11.4％ 

500株未満 
3.6％ 

1,000,000株以上 
37.5％ 

所有数別 

所有者別 

個人・その他 
35.4％ 

外国人など 
13.0％ 

その他国内法人 
13.4％ 

政府および地方公共団体 
0.2％ 

金融機関 
36.2％ 

証券会社 
1.8％ 

株式の状況
��������	�
������ 平成１６年３月３１日現在

会社が発行する株式の総数 １２８，６６４，０００株

発行済株式の総数 ７４，２３６，２１０株
（注）平成１６年３月１９日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分

割を行い、前期末に比べて３７，１１８，１０５株増加しております。

株主数 ２０，２８４名

 （前期末比　１４，９０６名増）

株式の状況 株式分布状況 

持株比率（％）持株数（千株）株　　　主　　　名

６．２４，５６８日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口）

５．５４，１０３日本生命保険相互会社

４．３３，１７８日本マスタートラスト信託
銀行株式会社（信託口）

４．０２，９３９龍田紡績株式会社

３．４２，５５２株式会社三井住友銀行

３．０２，２５０ザ　チエース　マンハツタン　バンク
エヌエイ　ロンドン

２．７２，０１８有限会社オノエインター
ナショナル

２．５１，８１８有限会社ウイニング

２．３１，７１５第一生命保険相互会社

２．２１，６０３グローリーグループ
社員持株会

大　株　主 
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＊ 取締役会長 尾　上　壽　男
＊ 取締役社長 西　野　秀　人
  取締役副社長 尾　上　勝　彦
  専務取締役 村　上　雅　俊
  専務取締役 牛　尾　允　俊
  常務取締役 大　上　邦　弘
  常務取締役 松　岡　則　重
  常務取締役 船　引　祐　一
  常務取締役 尾　上　広　和
  取 締 役 松　下　秀　明
  取 締 役 石　堂　知　明
  取 締 役 太　田　幸　一
  取 締 役 田　中　　　修
  取 締 役 吉　岡　　　徹
  取 締 役 尾　上　佳　雄
  取 締 役 龍　田　信　也
  常勤監査役 有　吉　　　透
  常勤監査役 浦　川　輝　三
  監 査 役 上　羽　昭　夫
  監 査 役 安　平　和　彦
 ＊印は、代表取締役であります。

会社の概要 

商　　　　号　グローリー工業株式会社

　　　　　　　　　　　　　���������	

設　　　　立　昭和１９年１１月２７日

資　　本　　金　１２，８９２，９４７，６００円

ホームページ　������������	
���

���

従　　業　　員　　数　連結　５，０３３名

　　　　　　　単体　１，７７２名

事　業　所 

本社・姫路工場

　　　〒６７０‐８５６７

　　　兵庫県姫路市下手野一丁目３番１号

　　　　ＴＥＬ（０７９２）９７‐３１３１（代表）

　　　　ＦＡＸ（０７９２）９４‐６２３３

東京本部

　　　〒１４１‐８５８１

　　　東京都品川区大崎五丁目４番６号

　　　　ＴＥＬ（０３）３４９５‐６３０１（代表）

埼玉工場

　　　〒３４７‐０００４

　　　埼玉県加須市古川二丁目４番地１

　　　　ＴＥＬ（０４８０）６８‐４６６１（代表）

役　　　員（平成１６年６月２９日現在） 

会社の概要（平成１６年３月３１日現在）
���������	�
��
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グループ会社 

グローリー機器㈱ 

加西グローリー㈱ 

グローリーサービス㈱ 

GLORY MONEY HANDLING
MACHINES PTE LTD.

GLORY
(PHILIPPINES), INC.

光 栄 電 子 工 業 
（蘇州）有 限 公 司 

北海道グローリー㈱ 

グローリー・リンクス㈱ 

グ ロ ー リ ー ・ 
アイ・エス・ティ㈱ 

　㈱グローリーテクノ２４ 

グ ロ ー リ ー ・ 
エフ・アンド・シー㈱ 

㈱　日　本　決　済 
情 報 セ ン タ ー 

GLORY CASH HANDLING
SYSTEMS (CHINA) LIMITED

光 栄 国 際 貿 易  
（上海）有 限 公 司 

㈱　テ　　　　　ス 

グ　ロ　ー　リ　ー 
エンジニアリング㈱ 

グ ロ ー リ ー ・ 
システム・クリエイト㈱ 

㈱ソフトプラネット 

グ　ロ　ー　リ　ー 
フ レ ン ド リ ー ㈱ 

グ　ロ　ー　リ　ー 
A Z シ ス テ ム ㈱ 

グローリー商事㈱ グローリーグローリー工業㈱工業㈱ 

グローリーテック㈱ 

佐用グローリー㈱ 

Glory GmbH

Glory (U.S.A.) Inc.

■連結子会社……………………13社 
■持分法適用非連結子会社……11社 
■非連結子会社…………………11社 
　　　　　　　　　　　合 計　　25社 

株主メモ

�決 算 期�３月３１日
�定 時 株 主 総 会�６月中
�基 準 日�定時株主総会　３月３１日
� �利　益　配　当　金　３月３１日
� �中　間　配　当　金　９月３０日
� �その他必要があるときは、あらかじめ公告し

て定めます。
�１単元の株式の数�１００株
�上場証券取引所�東京、大阪
�証 券 コ ー ド�６４５７
�公 告 掲 載 新 聞�日本経済新聞
� �なお、当期より、決算公告に代えて、貸借対

照表および損益計算書を当社のホームページ
に掲載しております。

� ������������	
��
������

�名義書換代理人�株式会社だいこう証券ビジネス
�同事務取扱場所�〒５４１‐８５８３　大阪市中央区北浜二丁目４番６号
� �株式会社だいこう証券ビジネス
� �本社証券代行部
　〈お問合せ先〉　〒５４１‐８５８３　大阪市中央区北浜二丁目４番６号
� �株式会社だいこう証券ビジネス
� �本社証券代行部
　　　　　　　　（各 種 お 問 合 せ）　� 　０１２０‐２５５‐１００（無料）
� �（お手続用紙ご請求）　� 　０１２０‐３５１‐４６５（無料）
� �（ホ ー ム ペ ー ジ）　������������	
��
��������
�同 取 次 所�株式会社だいこう証券ビジネス
� �全国各支社
�単元未満株式の�単元未満株式（１００株未満の株式）の買取請求
�買取請求および�および買増請求は、上記の名義書換代理人にて
買増請求　　　　お取り扱いしております。株券保管振替制度を
　　　　　　　　ご利用されている場合は、お取引の証券会社に
　　　　　　　　お申し出下さい。
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地球環境保護のために再生紙と大豆油インキを使用しています。 


